
図１．放射線治療を受けるがん患者数年次推移と
　　　放射線治療適用率の日米欧較差
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背景

がんが増えており、2人に 1人はがんに罹患し、3
人に1人はがんで死亡している。したがって、がん
対策は国民的重要課題である。がん治療には手術、
放射線、抗がん剤がある。がん死亡率の増加ととも
に、放射線治療を必要とする患者数も急速に増加し
てきている（図1）。しかし、新規がん患者に対す
る放射線治療の適用率は欧米の約50-70％に比べて
わが国は2009年で 27.6％に留まっている。このこ
とは日本では約3～4割の患者さんが放射線治療の
恩恵を受けていないことになる。放射線治療は優れ
た治療成績と高いQOL（生活の質）を達成できる
治療法である。しかし多くは加速器を用いるので、
適切かつ安全に治療するには、① 放射線の専門知識、
② 加速器の品質保証・管理、③ 研究開発能力が要
求される。これらの能力を備えた職種が医学物理士
Medical Physicistである。わが国では実質マンパワ
ーとしては約110人しかおらず、米国の約4000人
に比べて極端に少なく、その職域と教育システムは
いまだに確立されていない。幸い2008年から文部
科学省がんプロフェッショナル養成プランにて他の
専門職種とともにその教育の充実が図られ、「医学
物理士コース」を設置している。本プラン全体の概
要は大阪大学、松浦成昭教授の本誌での寄稿に詳し
いのでそちらを参照いただきたい（第63巻第2号 : 

119-122, 2011）。

大阪大学での医学物理士教育

本コースにおいて大阪大学では医学系研究科保健学
専攻を中心として核物理研究センター、理学系研究
科の支援を得て物理、数学の教育を強化し、医学部
附属病院および関連教室の協力を得て、臨床教育の
場を確保し、さらに連携大学院である兵庫県粒子線
医療センターと大阪府立成人病センターの支援を得
て、それぞれ粒子線治療、高精度放射線治療につい
ての先端的臨床教育の場を確保した。これにより部
局を超えて専門知識を持つ技術者養成の教育体制は
整った（図2）。従来、医学部保健学科では診療放
射線技師を教育している。学部教育を4年制化し、
大学院大学となり、医学系研究科保健学専攻では修



図２．大阪大学がんプロフェッショナル養成プラン、医学物理士養成コースの概要（上段）と
　　　日本学術振興会 先端研究拠点事業―拠点形成型―「医学物理研究教育拠点の形成」の概要（下段）
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士、博士課程が整備された。医学物理士コースはこ
の修士課程以上に設置した。大阪大学の独創的点は
この大学院に診療放射線技師資格を持つ「Ａコース」
と理工系出身者用の「Ｂコース」を準備し、教育内
容を出身母体に適応させている点と両コースの大学
院生が机を並べてお互いの強い点を教え合える環境
を整えた点である（図2）。このコースはうまく機
能して大阪大学の医学物理士認定試験合格率は、全
国平均約30％に対して100％（8/8）を確保している。

日本学術振興会  先端研究拠点事業―拠点形成型―

われわれはこの現状に満足せず、学生には更に国際
性、研究・開発能力を養成する環境が必須と考え、
日本学術振興会 先端研究拠点事業―拠点形成型―
に「医学物理研究教育拠点の形成」という課題名で
申請して採択された。この事業では大阪大学と欧米
の先進研究機関である米国、インディアナ大学とオ
ランダ、グロニンゲン大学との研究教育の交流を行
う。3大学に共通する点は大型加速器の研究開発で
優れた実績を有する点である（図2）。本プロジェ
クトでは大学院生および若手研究者に国際的環境で
粒子線治療を中心とする先端研究に従事させる。そ
れにより医療現場で物理知識を持ち研究し、真に国
際的に活躍できる研究者を養成する。最終的には粒

子線治療で世界をリードすることを目指す。
本申請では6つの研究テーマを設定している。これ
は放射線治療が、①照射系、②照射後の生物効果
確認、③照射場所を決めるイメージング、④物理
線量計算のシミュレーション、⑤それら成果を統
合し，治療に反映させる治療コンセプト、⑥治療
過程や最終結果の情報保存と分析、という一連の流
れになっているからである。各テーマでわれわれは
優れた研究陣を擁している。一例として照射系では
高温超電導磁石を用いた治療装置の開発が独自に行
われており、実現すると装置の大きさ、電気代、建
設費を大幅に節約できる（図3）。

米国、インディアナ大学、オランダ、グロニンゲ

ン大学

相手先の米国、インディアナ大学は粒子線医学物理
で豊富な経験を有している。陽子線治療装置開発で
先行し、加速器開発技術で阪大の不足分を補える。
米国の認定医学物理士教育プログラムがあり、派遣
研究者は臨床ローテーションにも参加予定である。
現在、大学間協定締結に向けて調整中である。
オランダ、グロニンゲン大学は、原子核研究所と医
学部共同で粒子線治療研究センターが立ちあがる。
同国初の装置である。また世界初のPETを開発し



図３．日本学術振興会 先端研究拠点事業―拠点形成型―「医学物理研究教育拠点の形成」の
　　　６つの具体的研究テーマと一例
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た実績があり、革新的イメージングで世界をリード
している。原子核・原子物理研究者養成プログラム
である国際研究スクールが開催されており、派遣研
究者にも参加させる予定である。大学間協定は既に
締結されており、大阪大学のヨーロッパとの交流の
玄関となっている。この3大学が強力な共同研究体
制をとり、同時に若手人材育成を行う。

粒子線治療による革新、粒子線治療の革新

がんに対する放射線治療は確かな実績を挙げてきて
おり、最新の技術開発により腫瘍に高線量を集中し、
正常組織への被曝線量を軽減することが可能になり、
治療成績も大きく向上した。一方、光子を用いる限
り、放射線が腫瘍に到達する前後に通過する正常組
織の被曝は不可避で、殺細胞効果では抵抗性癌の問

題がある。局所治療であるため転移予防効果はない。
粒子線は線量分布改善により、正常組織被曝を劇的
に低減可能である。一例として小児癌治療では将来
の2次発がん低減のため積極的に勧められている。
殺細胞効果は重粒子ではDNA 2本鎖切断により強
力に発揮する。さらに最近、転移予防の生物効果も
報告されている。がん医療に大きな革新をもたらす
治療法である。しかし大型加速器で莫大な建設コス
トと維持費がかかるのが最大の弱点である。日本の
超伝導技術がこの問題を革新的に解決する可能性が
ある。それを実現するためには本課題で養成する医
学物理士を含む多くの有能な理工医系研究者のこの
分野への参入が不可欠である。是非、関係各位にご
支援ご指導願いたい。


